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愛媛県・事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査（2025 年） 
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愛媛県の企業における事業継続計画（BCP）の策定率は 2３.８％となった。過去最も高くなり、

備えとして人的資源や企業資産の保護を重視している企業が増えてきた。しかし、「現在、策定

中」は増加したものの、「策定を検討している」は減少し、「策定していない」も増加するなど、具

体的な動きを進める企業とそうでない企業との差が浮き彫りとなった。BCP を策定していない

理由としては、「人材の確保が困難」「スキル不足」が多く、中小企業では「実践的に使える計画に

することが難しい」などの課題も浮き彫りになった。 

 

※株式会社帝国データバンク松山支店は、愛媛県に本社が所在する 429 社を対象に、「2025 年の事業継続計画（BCP）」に対する

アンケート調査を実施した。なお、事業継続計画（BCP）に関する企業の意識調査は、2016 年以降、毎年実施し今回で 10 回目  

調査期間：2025 年 5 月 19 日～5 月 31 日（インターネット調査）  

調査対象：愛媛県に本社が所在する 429 社、有効回答企業数は 130 社（回答率 30.3％）  

 

  

SUMMARY 

2025/07/10  

規模間で策定格差広がり、「スキル」「人手」 

「時間」の不足という課題も浮き彫りに  

BCP 策定率は 2 割、 
依然として 
4 割超の企業で未策定 
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愛媛県・事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査（2025 年） 

BCP 策定企業は 23.8％、2 年連続増加で調査開始以来の水準 

 

自社における事業継続計画（以下、BCP）の策定状況について愛媛県の企業に尋ねたところ、「策定し

ている」企業の割合(以下、BCP 策定率)は 23.8％となった。前回調査（2024 年 5 月）から 0.6 ポイ

ント増加し、調査開始以降で最も高くなった。さらに、「現在、策定中」（１０．８％）も前年比 1．２ポイント増

となったが、一方で「策定を検討している」（１８．５％）は前年を６．３ポイント下回り、これらを合計した『策

定意向あり』1とする企業は５３．１％（前年比４．５ポイント減）となった。 

また、「策定していない」企業は３６．２％（同１．８ポイント増）となった。「策定している」「現在、検討中」

と具体的に動いている割合は高まりつつも、策定の意向は有りつつも「策定を検討している」が減少し、

「策定していない」が増加したことで、具体的な取り組みに移せている企業とそれ以外の差が開きつつあ

る、との結果となった。 

 

事業継続計画（BCP）の策定状況の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

BCP について『策定意向あり』とする企業を全国都道府県別にみると、「高知」（68.5％）がトップ、「富

山」（67.4％）が 6 割超で続いた。特に「富山」は能登半島地震を経て過去最高となった。以下、「長野」

（59.7％）、「静岡」（57.9％）、「香川」（56.4％）が続き、5 位以内に四国地区の 2 県が入ったほか、「愛

媛」（53.1％）は 11 位、「徳島」（50.0％）は 20 位ながら、4 県すべてで 5 割以上となっている。企業から

は、「何が起こるか分からない時代なので、BCP の策定は必須と考える」（運輸・倉庫、香川県）や、「東南海

地震を想定して、準備を少しずつ進めている」（建設、徳島県）、「南海トラフ地震に備え策定しておく必要性

を強く感じている」（農・林・水産、愛媛県）といった声が聞かれた。 

 

1 『策定意向あり』は、「策定している」「現在、策定中」「策定を検討している」の合計  



  3 

 

愛媛県・事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査（2025 年） 

BCP『策定意向あり』～都道府県別～  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

突出して高い「自然災害」リスク 

備えとして、人的資源や企業資産の保護を中心に対応 

 

BCPについて『策定意向あり』とする企業に対して、どのようなリスクによって事業の継続が困難になると

想定しているか尋ねたところ、地震や風水害、噴火などの「自然災害」が 7３ .９％となり、突出して高かった

（複数回答、以下同）。次いで、「設備の故障」（４２．０％）、電気・水道・ガスなどの「インフラの寸断」（３９．

１％）、「火災・爆発事故」（3４.８％）、インフルエンザ、新型ウイルス、SARS などの「感染症」（３０．４％）が

3 割台以上で続いた。全国調査では上位に入っていた、サイバー攻撃など含む「情報セキュリティ上のリス

ク」は２6.1％にとどまった。 

「中小企業」においては、「取引先の被災」や「従業員の退職」などをリスクとして捉える割合が大企業より

高い傾向が表れた。 

また、事業が中断するリスクに備えて実施あるいは検討している内容を尋ねたところ、「従業員の安否確

認手段の整備」が 6９．６％で最も高くなった（複数回答、以下同）。以下、「情報システムのバックアップ」

（59.４％）、「災害保険への加入」（４２．０％）、「緊急時の指揮・命令系統の構築」（4２．０％）が続いた。企

業として人的資源や企業資産の保護を重視している様子が分かる。 
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愛媛県・事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査（2025 年） 

事業の継続が困難になるリスクと備え   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スキル・人手・時間の不足という課題が浮き彫りに 

 

BCPを「策定していない」企業にその理由を尋ねたところ、「策定する人材を確保できない」が４２．６％で

トップとなった（複数回答、以下同）。次いで、「策定に必要なスキル・ノウハウがない」（４０．４％）、「実践的

な計画にすることが難しい」（３４．０％）、「策定する時間を確保できない」（２７．７％）が続き、BCP の策定

にはスキル・人手・時間の三要素が企業規模を問わず大きな障壁となっている様子がうかがえた。  

「中小企業」では、「実践的な計画にすることが難しい」が３４．８％、「自社のみ策定しても効果が期待で

きない」が２３．９％で、「大企業」との差が顕著に表れた。 

BCP を策定していない理由（複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業中断リスクに備えた実施・検討内容（複数回答）  事業の継続が困難になると想定しているリスク（複数回答）  
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愛媛県・事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査（2025 年） 

まとめ 

 

本調査の結果、愛媛県の企業における BCP の策定状況は、現在策定中の企業を含めると、具体的な

対策を進めている企業が増加していることが分かった。愛媛県は、南海トラフなどの大規模な自然災害

の発生が想定される地域でもあるため、全国に比べて意識が高い傾向が表れた。 

しかし、BCP の策定は着実に進展しつつあるものの、「対策を検討中」は減少し、「対策を行っていな

い」企業は増加するなど、具体的な取り組みに移せている企業とそれ以外の差が開いているとの結果と

なった。 

企業が想定するリスクを尋ねたところ、「自然災害」が最も多いほか、「設備の故障」や「インフラの寸断」、

「火災・爆発事故」、「感染症」といった経済活動の基盤に関わるリスクも上位にあがっていた。とりわけ、中

小企業では、「取引先の被災」や「従業員の退職」も重要なリスクと捉える傾向があった。これらのリスクへ

の備えとしては、「従業員の安否確認手段の整備」が最も重視されており、「情報システムのバックアップ」や

「緊急時の指揮・命令系統の構築」「災害保険への加入」なども主な取り組みとして並んだ。 

一方で、BCP を策定していない理由として、「人材を確保出来ない」ことが主な要因としてあがり、これに

加えて「スキル・ノウハウがない」といった要因も続き、企業規模にかかわらず、スキル・人手・時間の不足の

三要素が大きな課題となっている。さらに、中小企業では、「実践的な計画にすることが難しい」や「自社の

み策定しても効果が期待できない」という理由も多く、必要性は感じながらも具体的な対策策定を断念して

いる様子も窺え、地域としての策定に向けた支援が必要であると思われる。 

BCP 策定への意識が高まるなかで、「スキル・ノウハウ」「人手」「時間」の不足という課題を浮き彫りにし

た。事業継続は企業価値の維持に不可欠であり、緊急事態への準備は常に求められる。コロナ禍を乗り越

えても次なる脅威がいつ訪れるのか予測できないなか、BCPの策定を自社事と捉え、従業員の意識を高め

て行政や同業他社と連携し、起こりうる障壁に対して備えることの重要性が増していると言えよう。 

 

 

 

 

 

 

中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 

業界  大企業  中小企業（小規模企業含む）  小規模企業  

製造業その他の業界  
「資本金 3 億円を超える」かつ  

「従業員数 300 人を超える」  

「資本金 3 億円以下」または  

「従業員 300 人以下」  
「従業員 20 人以下」  

卸売業  
「資本金 1 億円を超える」かつ  

「従業員数 100 人を超える」  

「資本金１億円以下」または  

「従業員数 100 人以下」  
「従業員 5 人以下」  

小売業  
「資本金 5 千万円を超える」かつ

「従業員 50 人を超える」  

「資本金 5 千万円以下」または  

「従業員 50 人以下」  
「従業員 5 人以下」  

サービス業  
「資本金 5 千万円を超える」かつ

「従業員 100 人を超える」  

「資本金 5 千万円以下」または  

「従業員 100 人以下」  
「従業員 5 人以下」  

注 1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位 3％の企業を大企業として区分  

注 2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位 50％の企業を中小企業として区分  

注 3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB 産業分類（1,359 業種）によるランキング  

 

企業規模区分  


